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■早稲田大学レジリエンス研究所 

第 5回原子力安全規制・福島復興シンポジウム 

「東日本大震災と福島原発事故から 5年～原子力安全規制の今後のあり方と福島復興を考える～」 

 

  

■プログラム  

MC：中川 唯（東京工業大学大学院社会理工学研究科・博士課程） 

 

【基調報告 13:00-13:30】  

松岡俊二（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科・教授・研究代表者）  

 「3.11」後の原子力政策と福島復興〜東日本大震災と福島原発事故から 5 年の経験と研究を踏まえ、あ

らためて「フクシマの教訓」とは何かを考える〜 

 

【第１部 13:30-15:00】 

福島原発事故後の原子力政策をめぐる 5年～オフサイト対策とバックエンド問題を考える～ 

 

モデレーター：師岡愼一（早稲田大学理工学術院・特任教授） 

 

報告 1  

黒川哲志（早稲田大学社会科学総合学術院・教授） 

 福島原発事故と放射性廃棄物処理の課題〜使用済核燃料の最終処分施設と NIMBY〜 

 

報告 2  

中川 唯（東京工業大学大学院社会理工学研究科・博士課程） 

 福島原発事故の教訓と原発事故時における避難計画をめぐる動き 

 

討論者 1：森口祐一（東京大学大学院工学系研究科・教授） 

討論者 2：太田 宏（早稲田大学国際学術院・教授） 

討論者 3：島田 剛（静岡県立大学国際関係学部・准教授） 

討論者 4：平川秀幸（大阪大学コミュニケーションデザイン・センター・教授） 

 

総合討論  

 

【休憩 15:00-15:20】 

 

 

プログラム 



 

 

 

 

【第２部 15:20-17:20】 

東日本大震災・原発事故から 5年を経た福島復興の現状と課題〜長期的支援のための制度形成を考える〜 

 

モデレーター：勝田正文（早稲田大学大学院環境エネルギー研究科長・教授） 

 

報告 1  

大手信人（京都大学大学院情報学研究科・教授） 

 福島における森林生態系内の放射性セシウムの動態 

 

報告 2  

吉田 朗（早稲田大学大学院社会科学研究科・博士課程） 

 福島原発事故による避難者と賠償問題〜賠償から保障へ〜 

 

報告 3 

吉田恵美子（いわきおてんと SUN企業組合・代表、NPO法人 The People・理事長） 

 福島における大震災・原発事故後の課題と取り組みの経緯および今後について 

 

報告 4 

菅波香織（未来会議事務局長・弁護士） 

 福島浜通り地域の現状と将来～故郷への帰属意識を前提とした新たなコミュニティ作りに向けて～ 

 

報告 5  

森口祐一（東京大学大学院工学系研究科・教授） 

 「際」からみた事故後の環境回復の課題 

 

討論者 1：島村守彦（いわきおてんと SUN企業組合・事務局長） 

討論者 2：磯辺吉彦（NPO 法人・広野わいわいプロジェクト事務局長） 

討論者 3：友成真一（早稲田大学大学院環境エネルギー研究科・教授） 

 

総合討論  

 

【閉会挨拶 17:20-17:30】 

  松岡俊二（早稲田大学大学院アジア太平洋研究科・教授・研究代表者）   

 

 

 

 

 



 

 

第 5回原子力安全規制・福島復興シンポジウム 

東日本大震災・福島原発事故から 5年 

～原子力安全規制の今後のあり方と福島復興を考える～ 

 

第 5回シンポジウムの開催にあたって 

  

 2011年 3月 11日の東日本大震災・福島原発事故から 5年。コップの縁をなぞるような日常の繰り返しの中で経験は色褪せ、記憶は薄れ、見えて

いたものは見えなくなり、分かっていたことも分からなくなる。しかし 5年が経ち、逆に見えてきたことや分かってきたことも多いように思う。日

本社会が「3.11」から 5年を経験することで分かってきたことは、原発災害の終点を見通すことの難しさであり、市民社会と原子力発電との付き合

い方の難しさではないだろうか。 

 1986年のソビエト社会主義体制下におけるチェルノブイリ原発事故と異なり、福島原発事故は「豊かな民主主義社会」で初めて 10万人ちかい人々

が政府による強制避難を余儀なくされ、6万を超える人々が「自主的」に避難を余儀なくされた原子力災害であった。「3.11」から 5年が経過するが、

福島原発では汚染水処理やメルトダウンした原子炉の解体という困難なプロセスが続き、事故により大量に放出された放射性物質による汚染が続い

ている。強制避難や自主避難した人々が安心してふるさとへ帰還できる日はくるのだろうか。いつか安心してふるさとへ帰還できる日がきたとして、

その帰還にはどのような意味や価値があるのだろうか。放射能で汚染された地でイノベーションコーストといった机上の構想のリアリティを感じと

ることができる人はいるのだろうか。 

 福島原発事故を契機とし「フクシマの教訓」*を踏まえた原子力政策の見直しが語られ、パンドラの箱が開けられた。再稼働をめぐる問題、使用済

み核燃料の再処理問題、高速増殖炉「もんじゅ」の問題、放射性廃棄物の最終処分をめぐるバックエンド問題。再稼働、使用済み燃料、核燃サイク

ル、バックエンドと全て強く密接に関連した問題でありながら、ばらばらと切り離されて議論されている。ばらばらにされた問題はそれぞれに解決

が困難であり、問題解決は先延ばしにされ、そのことによって解決は一層困難となる。ずるずると破局まで行かないと誰も止められないという日本

社会の宿痾ともいうべき慣性の法則により、原子力政策は再び深い闇の中へ埋め戻されようとしているようにも思われる。 

 本「第 5回原子力安全規制・福島復興シンポ」では、福島原発事故から 5年間の経験と学術研究を踏まえ、改めて原子力政策と福島復興（原子力

災害復興）のあり方、すなわち「フクシマの教訓」とは何かを考え議論したいと思う。 

 原子力安全規制においては、オンサイト対策（原子力規制委員会による安全規制と事業者の安全文化）とオフサイト対策（地方公共団体による原

子力防災計画）の両面から、リスクガバナンスという視点に立ちつつ統合的に考察したい。さらに、福島原発事故で発生した指定廃棄物の処分問題

や使用済み核燃料などの高レベル核廃棄物の最終処分というバックエンドの問題も含めた原子力政策や電力・エネルギー政策におけるガバナンスの

あり方についても可能な限り議論したい。 

 福島復興をめぐって、私は 2013年末の著作で、双葉郡 8町村などの被災地全体を一定の期間、一つの特別行政区とすること、10年期限の復興庁

とは別にもっと長期的に福島原発災害に取り組む福島復興院の創設といった長期的かつ広域的な制度設計の必要性を主張した（『フクシマから日本の

未来を創る』早稲田大学出版部）。事故から 5年が経ち、避難指示の解除が進み、除染事業が最終局面を迎え、賠償の幕引きが本格化する中で、帰還

は進まず多くの人々が自主避難者化しつつある福島の現況をみる時、長期的かつ広域的な福島復興の制度設計が求められているように強く思う。放

射能汚染からの地域復興という永い困難な闘いに真剣に取り組む福島の人々とこうした問題について率直に議論したいと考えている。 

 

＊「フクシマ」という表記については様々な意見があるが、筆者は福島原発事故や福島復興に関する研究において、福島原子力災害の教訓を明確にし、 福島原発事故を人類史上に位置

付けたいと考えるとき、福島を「フクシマ」と表記することがある。詳しくは、筆者と東京大学の森口祐一教授との「フクシマ」表記に関するメール交換記録「フクシマという表記につ

いて」（以下の早稲田大学レジリエンス研究所 Webサイト）を参照されたい。http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/material/fukushima20150302.pdf 

2 016年 3月 1日 

早稲田大学早稲田キャンパスの研究室にて  

松岡 俊二 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

磯辺 吉彦 

ＮＰＯ広野わいわいプロジェク

ト事務局長  

東日本大震災直後、原発事故に

伴う全町民避難指示が出され、

その後解除された直後に町民有志の会を立上げ、避難

先が転々とし市町村を跨ぐばらばらの状態の避難生

活が長期化し、コミュニティーや絆など崩壊してしま

った子供たちへの支援活動に取り組む。 

昨年復興庁の「新しい東北」先導モデル事業に「双葉

８町村に春を呼び！広野わいわいプロジェクト」が採

択され、賑わいと仕事を創出し、地域主体の形成、住

民帰還の促進とともに双葉８町村復興の加速を目指

しプロジェクトに取り組み、今後継続的な取り組みの

必要性を感じ、賑わいと仕事創出に関する事業を行い、

地域住民の生き甲斐に寄与することを目的にＮＰＯ

法人を立ち上げる。 

 

太田 宏  

早稲田大学国際教養学部教授。

コロンビア大学大学院政治学

部博士課程修了（Ph. D）,青山

学院大学国際政治経済学部教

授などを経て, 2007 年より現

職。専門分野は国際関係論, 国際環境政治。近著に『主

要国の環境とエネルギーをめぐる比較政治—持続可

能社会への選択—』（東信堂、2016）,「災害と国際社

会—国際社会の災害救援と東日本大震災からの教訓

―」（早稲田大学・震災復興研究論集編集委員会編, 鎌

田薫監修『震災後に考える』早稲田大学出版部, 2015: 

922-933）,「環境保護と開発―持続可能な発展をめぐ

る国際政治経済―」（長谷川雄一・金子芳樹編著『現

代の国際政治―ポスト冷戦と 9.11 後の世界への視座

―』第 3 版 , ミネルヴァ書房 , 2014: 125-153） , 

“Climate Change and Human Security: the 

Convergence on Policy Requirements” in Saul 

Takahashi ed., Human Rights, Human Security, 

and State Security: the Intersection Volume 2 

(Oxford: Praeger, 2014: 75-96), 「日本の環境外交―

地球温暖化対策とエネルギー政策をめぐる国際政治

経済と国際交渉―」（大芝亮編『日本の外交』第 5巻, 

岩波書店, 2013:199-223）など。 

大手 信人  

京都大学大学院情報学

研究科社会情報学専攻 

生物圏情報学講座 教授 

 

奈良県出身。1989年 3月京都大学大学院農学研究科

修士課程林学専攻修了。京都大学博士（農学）。京都

大学農学部林学科助手、京都大学大学院農学研究科

助教授を経て、2007年 4月から現職。森林の水と物

質の循環の仕組みを解き明かす研究に取り組んでい

る。2012年から福島県伊達市の森林に観測サイトを

設定し、生態系における放射性物質の動態に関する

モニタリングを行っている。主な著書に『乾燥地の

自然と緑化－砂漠化地域の生態系修復に向けて－』

（共著／共立出版 2004）『エコロジー講座 4 地球環

境問題に挑む生態学』（共著／文一総合出版 2011）

『 Agricultural Implications of the Fukushima 

Nuclear Accident: The First Three Years』(共著／

Springer, New York 2016) 

 

森口 祐一 

京都大学工学部衛生工学科

卒業、博士（工学）。国立公

害研究所研究員、（独）国立

環境研究所循環型社会・廃

棄物研究センター長等を経て、2011 年 4 月より東京

大学大学院工学系研究科都市工学専攻・教授。中央環

境審議会臨時委員、国連環境計画国際資源パネル

講演者等の御紹介 



 

 

(IRP)メンバー。 

専門は環境システム工学、とくに物質フロー分析。

放射性物質は専門外であったが、事故の影響解明と対

策には、環境中での事象と社会との関係のシステム的

な理解が重要であると考え、日本学術会議東日本大震

災復興支援委員会放射能対策委員会、環境省、厚生労

働省、国土交通省、原子力規制委員会等の関係機関の

検討会に参画してきている。 

 

平川 秀幸 

大阪大学コミュニケーションデ

ザイン・センター教授（科学技

術社会論）。大阪大学未来戦略機

構科学技術政策研究室室長（兼

任） 

 

2000 年国際基督教大学大学院比較文化研究科博士課

程単位取得退学。同年京都女子大学現代社会学部講師，

2004年同助教授、2006年大阪大学コミュニケーショ

ンデザイン・センター准教授を経て，2013 年より現

職。博士（学術）。 

 

科学技術社会論（科学技術のガバナンス論）。著書に

『科学は誰のものか―社会の側から問い直す』（NHK

出版，2010年）、『リスクコミュニケーション論』（大

阪大学出版会、2011 年、共著）、『ポスト 3・11 の科

学と政治』（ナカニシヤ出版、2013 年、共著）など。 

 

島村 守彦 

いわきおてんとSUN企業組合事

務局長 実家の兵庫にて阪神大

震災に遭遇、その後いわき市に移

住し太陽光発電とオール電化事

業にて独立起業立。3.11 に遭遇

し自然エネルギーによる被災地支援活動に参加、地域

で復興活動を行う仲間達と福島復興を目的に企業組合

を立ち上げる。 

原発事故は放出した放射能以外に地域に大きな課

題を与えた。一次産業の衰退、コミュニティ問題、高

齢化社会、地域医療問題等、それらは今後全国各地で

発生が想定され、現在の福島はその縮図として課題の

先進地域となっている。地域住民、外部有識者、大学

が共にその課題解決を計ることが福島の未来を作り

復興に繋がることに期待する。 

 

菅波 香織 

弁護士。1998 年東京大学工学部

化学システム工学科卒業（在学時

は燃料電池の研究）。卒業後化学

メーカーで研究員として勤務。

2007 年に弁護士登録、いわき法

律事務所所属。５人の子どもを育てながら、原発事故

後の福島の現状を伝える。福島の子どもたちを守る法

律家ネットワーク副代表、未来会議事務局長。著書に

「避難する権利，それぞれの選択」、「震災復興が問い

かける子どもたちのしあわせ」がある。 

 

吉田 恵美子 

福島県いわき市において、古着のリサイクルなどを通

して住民主体のまちづくりを目指して 1990年から活

動をしている、特定非営利活動法人ザ・ピープル理事

長。長年にわたって市内外 40 か所以上に古着回収用

ボックスを設置し、年間 250トンの古着を回収、再資

源化を行ってきた。東日本大震災後は、救援物資とし

ての古着提供を皮切りに被災者支援事業を展開。いわ

き市小名浜地区災害（後に復興支援）ボランティアセ

ンターを開設し、そのセンター長も務める。また、会

としては、オーガニックコットンの栽培を通して震災

後の地域の農業再生を目指す取り組みも行っている。 

市内の３NPO の連携により、「震災後のいわきで、希

望のまちづくりを市民の手で進めよう」と「いわきお

てんと SUNプロジェクト」を立ち上げ、オーガニッ

クコットン栽培・市民コミュニティ電力・被災地再生

を学ぶスタディツアーの 3事業に取り組む。そのプロ

ジェクトの事業性を高めるため、2013 年 2 月には企

業組合を組織し、その代表理事も務める。 



 

 

 

勝田 正文 

1977 年 早稲田大学大学院理

工研究科博士課程満期退学 

1982 年 工学博士（早稲田大

学） 

1977－1982 東京電機大学 研究助手 

1982年より 早稲田大学 専任講師、助教授、現在教

授 

日本機械学会 副会長、日本冷凍空調学会、日本設計

工学会会長を歴任、公的審議会、NEDO 委員長など 

多数 

専門は機械工学、伝熱工学、冷凍空調。現在の研究

は省エネルギー性の高い冷凍・空調機に寄与する熱交

換器やその他要素の開発、自然エネルギー利用も視野

に入れたスマートコミュニティーにおける電気・熱の

最適供給、水素エネルギーの面的利用など広範囲に実

施。スマートコミュニティーにおけるエネルギーマネ

ージメント本庄モデルを被災地に拡張したく、皆さん

からのご意見をいただきたく思っております。 

師岡 愼一 

早稲田大学理工学術院特任教授 

早稲田大学理工学研究科機械工

学専攻博士課程修了、早稲田大

学 工学博士、東芝で原子力開発

研究に従事後、現職。日本機械

学会フェロー、日本原子力学会

フェロー。専門は原子炉熱流動、原子炉安全工学。原

子炉の過酷事故対策、熱効率向上、新しい核燃料の研

究開発を実験そしてシュミレーシヨンの両面からお

こなっています。 

 

黒川 哲志 

1989年 早稲田大学政治経済学部

政治学科卒業 

1994年 京都大学大学院法学研究

科公法専攻単位認定退学 

帝塚山大学法政策学部助教授等を経て、現在、早稲田

大学社会科学総合学術院教授。京都大学博士(法学)。 

<主要著作> 

『環境行政の法理と手法』(成文堂、2004年) 

『環境法入門(第 3版)』(共著、有斐閣、2015年) 

行政法学をバックグラウンドとして、環境リスク

の規制のあり方について研究してきた。環境規制に

おける予防原則の役割や環境リスクコミュニケーシ

ョンの役割についての研究成果が、原子力発電問題

と深く関連している。不確実性の残る原子力安全規

制において、専門性に期待され、かつ独立性も高い

原子力規制委員会か、政治的な圧力に屈することな

く職責を全うすることを期待している。 

 

島田 剛 

静岡県立大学国際関係学部准教授、

早稲田大学招聘研究員、コロンビ

ア大学客員研究員 JICA 研究所・

招聘研究員。マンチェスター大学

経済学修士、早稲田大学アジア太平洋研究科博士課程

修了、博士（学術）。JICAインド事務所、人事部人事

課、国際連合日本政府代表部一等書記官、理事長室理

事長秘書役、産業開発・公共政策部産業貿易課長、研

究所主任研究員などを経て 2015年より現職。 

ソーシャル・キャピタルに注目し、災害復興、日本

の戦後復興、途上国開発について研究している。近著

に以下のものがある。 

 "The Role of Social Capital after Disasters: An 

Empirical Study of Japan based on 

Time-Serries-Cross-Section (TSCS) Data from 1981 

to 2012." International Journal of Disaster Risk 

Reduction. 14 (2015) 388-394.  

 "Towards community resilience - the role of social 

capital after disasters." In Laurence Chandy, Hiroshi 

Kato, Homi Kharas, eds. The last mile in ending 

extreme poverty, Washington D.C.: Brookings 

Institutions (2015) 

 "The Economic Implications of Comprehensive 

Approach to Learning on Industrial Development 



 

 

(Policy and Managerial Capability Learning): A 

Case of Ethiopia." In Akbar Noman and Joseph 

Stiglitz, eds. Industrial Policy and Economic 

Transformation in Africa. New York: Columbia 

University Press (2015). 

「阪神・淡路大震災 20 年から東日本大震災を考え

るーレジリエンスとソーシャル・キャピタル」、鎌田

薫監修、早稲田大学「東日本大震災復興研究」編集委

員会編『東日本大震災復興研究－災害に強い社会の実

現に科学は貢献できるか－』、早稲田大学出版会、

2015、東京。 

 

友成 真一 

早稲田大学大学院環境・エネルギ

ー研究科教授 

早稲田大学社会連携研究所所長 

専門は環境・エネルギー政策、地

域経営、行政経営、政策経営、観光経営、自分経営。 

大分県生まれ。京都大学大学院工学研究科修了後、

1980年通商産業省（現経済産業省）入省。資源エネ

ルギー政策、技術政策、中小企業政策、通商政策の

畑を歩く中で、86 年在イラク日本大使館、93 年

JETRO ニューヨークセンター、96 年ロシア東欧室

長、2001 年国土交通省企画官を経験。2002 年より

早稲田大学へ。2008年に第３回ニッポン新事業創出

大賞で経産大臣賞を受賞。著書に、『問題は「タコつ

ぼ」ではなく「タコ」だった（自分経営入門）』（デ

ィスカヴァー携書、2008年）、『現場でつながる！地

域と大学』（東洋経済新報社、2004年）。 

（※ 写真は、「撮影；五木田勉」であることを付記

する。） 

 

中川 唯 

東京工業大学大学院 社会理工学

研究科 価値システム専攻 蟹江

研究室所属 

 

 

【略歴】 

東京工業大学大学院社会理工学研究科価値シス

テム専攻博士課程（前期）修了、同校博士課程（後

期）に在籍。 

 

【研究概要】 

2011 年～2012 年、J-RAPID 採択プロジェクト「民

主主義社会における震災避難とリスク認識：日仏比

較研究の視点から」の研究チームにリサーチアシス

タントとして加わる。2012年～2015年、原子力基

礎基盤戦略研究イニシアティブ「原子力産業への社

会的規制とリスク・ガバナンス」の研究チームに所

属し、「原子力発電リスクの社会的規範とガバナン

ス研究」をテーマとした調査・研究を行う。2013

年 12月に刊行された早稲田大学ブックレット「フ

クシマから日本の未来を創る―復興のための新し

い発想―」第３章「福島原発立地の歴史」を執筆。

2015 年度地域社会と原子力に関する社会科学研究

支援事業に研究課題「原子力防災力の充実のための

役割はどのように分担されるべきか？―地方サイ

ドから提案する原子力利用に対するパートナーシ

ップ（東海・茨城モデル）―」が採択される。 

 

吉田 朗 

早稲田大学大学院社会科学研究

科地球社会論専攻環境法政策研

究指導所属 

早稲田大学社会科学研究科地球

社会論専攻修士課程修了、同校博士後期課程に在籍。 

2015 年度より、本研究チームにリサーチアシスタ

ントとして参加する。環境保険を用いた行政の規制

的手法等の研究をおこなっている。 

 

 

 

 

 

 



 

 

松岡 俊二 

 

早稲田大学国際学術院（大学院アジア太平洋研究科）教授．早稲田大学レジリエ

ンス研究所・所長. 早稲田大学・東日本大震災復興研究拠点「インフラ・防災系復

興研究プロジェクト」/「複合巨大クライシスの原因・影響・対策・復興に関する研究：原子力災害とリス

ク・ガバナンス」研究代表者. 文部科学省（科学技術振興機構：JST）原子力基礎基盤戦略研究イニシアテ

ィブ「原子力産業への社会的規制とリスク・ガバナンスに関する研究」研究代表者. アジア恊働大学院（AUI）

推進機構理事長. 環境省・砂漠化対処調査事業チーフ・アドバイザー. 環境省・環境基本計画指標検討委員

会委員. 環境省・日本モデル環境対策技術等国際展開検討委員会委員など. 

1988年京都大学大学院経済学研究科博士課程・学修認定退学. 広島大学博士（学術）．広島大学総合科学部

講師，広島大学大学院国際協力研究科教授を経て，2007年より現職． 

専門分野は環境経済政策学, 開発研究，評価研究. 

 主著（編著/共著含む）に『国際開発研究』（東洋経済新報社，2004年），『環境と開発』（日本評論社，2004

年），Effective Environmental Management in Developing Countries: Assessing Social Capacity Development

（Palgrave-Macmillan, 2007年）,『アジア地域統合の展開』（勁草書房, 2011年）, 『フクシマ原発の失敗—

事故対応過程の検証とこれからの安全規制—』（早稲田大学出版部, 2012 年）,『アジアの環境ガバナンス』

（勁草書房, 2013 年）,『原子力規制委員会の社会的評価 —3 つの基準と 3 つの要件—』（早稲田大学出版

部, 2013 年）, 『フクシマから日本の未来を創る—復興のための新しい発想—』（早稲田大学出版部, 2013

年 12月）など。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

早稲田大学レジリエンス研究所 

 

 

 

 

2016/2/5  

3月 7日（月）に第 5回原子力安全規制・福島復興シンポジウムを開催いたします。詳細は、概要およびポスター

をご参照ください。 

2015/10/30  

10 月 8 日に開催したニッセイ財団研究助成金贈呈式および第 1 回「地域環境イノベーション研究会」全体会の写

真を掲載致しました。 

2015/10/1  

2015年 10月 8日のニッセイ財団研究助成贈呈式および第 1回「地域環境イノベーション研究会」全体会次第の

Agendaを作成致しました。 

＜レジリエンス研究所 紹介＞ 

 レジリエンス研究所は、2011年 5月にスタートした早稲田大学重点領域研究機構・東日本大震災復興研究拠点「複合巨

大クライシスの原因・影響・対策・復興に関する研究：原子力災害とリスク・ガバナンス」や 2012年 8月から開始した文

部科学省原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ「原子力産業への社会的規制とリスク・ガバナンスに関する研究」などの

共同研究の積み重ねの上に、2014 年 5 月に設立された。本研究所は、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災と福島原発事故

を契機とし、原子力安全規制と福島復興について調査研究を行っている。幅広い観点から「フクシマの教訓」とは何かを検

討し、今後の原子力政策のあり方、原子力ガバナンスや福島復興について考える。 

 また、レジリエンスを複雑かつ変化していく環境に対する地域（コミュニティ）の適応能力という観点から、「環境イノベ

http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/material/20160307sympoposter.pdf
http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/material/311sympo2016poster.pdf
http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/material/311sympo2016poster.pdf
http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/researchcontent.html
http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/researchcontent.html
http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/material/nissayceremony.pdf


 

 

ーションの社会的受容性と持続可能な都市の形成」という都市環境イノベーションの研究にも取り組んでいる。 

 日本の地方都市は経済的、社会的、環境的な課題に直面しており、これを突破し、持続可能な発展につなげられるような

環境イノベーションが求められている。環境イノベーション政策の社会的持続性を計測する際のキー概念として提起された

「社会的受容性」という概念を用いて、その地域がどのように受容し、適応していくかについて調査研究を行っている。 

 本研究所は、以上の原子力安全規制・福島復興、都市環境イノベーションという 2つの主要研究テーマを中心に調査研究

を行い、持続可能でレジリエントな社会のあり方を解明することを目的としている。 

 

＜原子力ガバナンス・福島復興政策研究＞ 

研究概要 

 2011年 3月 11日の東日本大震災・福島原発事故を契機として、2012年 9月に原子力規制委員会（NRA）が設置されるなど、

原子力発電に対する社会的規制（安全規制）のあり方が大きく変化した。しかし、オンサイトの規制においても、オフサイトの安全対

策においても、さらには核燃料サイクルのあり方やバックエンド問題などの原子力政策全般にわたり、「フクシマの教訓」を踏まえ日

本社会が解決すべき課題は多く残っている。また、原子力災害からの福島復興そのものが明確なビジョンを欠いたまま、方向性を喪

失し、混迷化しつつある。今後の日本社会における原子力発電の位置づけや福島復興の道筋も不透明なまま、原子力ガバナンスの

再編成も不十分な状態で原発の再稼働が進んでいる。 

 私たちは、再度、幅広い観点から「フクシマの教訓」とは何かを検討し、原子力政策のあり方や原子力ガバナンスの改革が必要で

あり、福島復興の再検討が必要であると考えている。本研究プロジェクトは、社会科学と自然科学（工学、生態学）との学際的共同研

究によって、今後の日本社会と原子力との関係や福島復興について調査研究する。欧米やアジアの事例などとの国際比較研究も加

え、今後の原子力政策、原子力ガバナンスや福島復興について考える。 

研究内容 

本研究プロジェクトは、東日本大震災・福島第 1原子力発電所事故を踏まえた「フクシマの教訓」を後世に継承し、原子力政策と福島

復興政策への政策提言をおこなう事を主な目的としている。本研究は、大震災直後から計画され、2011年 5月に早稲田大学重点

領域研究機構・東日本大震災復興研究拠点「複合巨大クライシスの原因・影響・対策・復興に関する研究：原子力災害とリスク・ガバ

ナンス」として開始された。プロジェクトでは、東日本大震災の被災地である気仙沼市・仙台市・南相馬市の現地調査を実施し、2012

年 3月には第1回原子力安全規制・福島復興シンポジウムを開催し、2012年 8月に早稲田大学出版部より『フクシマ原発の失敗』

を刊行した。 

 2012年8月には、文部科学省・原子力基礎基盤戦略研究イニシアティブ「原子力産業への社会的規制とリスク・ガバナンスに関す

る研究」が採択され、第2回（2013年）、第3回（2014年）、第4回（2015年）の原子力安全規制・福島復興シンポジウムし、2013

年末には『原子力規制委員会の社会的評価』、『フクシマから日本の未来を創る』（早稲田大学出版部）を刊行した。また、再稼動を

控えた九州電力・川内原発の現地調査やアメリカの原子力政策の現地調査を行い、フランス・パリにおけるおうしゅうの原子力安全

規制に関する国際ワークショップを開催した。 

 本研究プロジェクトは、原子力災害の「原因」・「影響」・「対策」・「復興」という 4局面と、①政治・行政・経営システム、②原子力エネ

ルギー・技術システム、③持続可なエネルギー・技術システム、④地域復興システムという４つの研究クラスターからなる「4 x 4」のマ

トリクス構造を特色としている。こうした「4 x 4」のマトリクス研究構造は、同時並行性ならびに相互関連性を持った総合的リスク・ガ

バナンス研究を可能とする。また復興研究では、従来の環境政策統合（EPI）研究を発展させるものである。具体的には、防災計画

（リスクマネジメント）、土地利用計画、エネルギー政策、産業・農業・漁業政策、福祉政策、環境政策などの様々な復興政策を、持続

可能な地域形成に向けてどのような手段・方法で「政策統合」を行うのかを検討し、こうした政策統合の効果的実施を可能とするガバ

ナンスのあり方を明らかにすることを意図している。 



 

 

早稲田大学出版部 ブックレット〈「震災後」に考える〉のご紹介 

（お買い求めは、Amazon等でお願い致します。） 

 

早稲田大学出版部 復興論文集のご紹介 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

早稲田大学 レジリエンス研究所 

http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/index.html 

 

 

本シンポジウムは、早稲田大学総合研究機構からの助成を受けて開催しています。 

http://www.waseda.jp/prj-matsuoka311/index.html

